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◆平成24年度実施内容

【耐震診断】

　県が養成・登録した耐震診断員を派遣し、耐震診断を行い耐震性に関する助言、概算工

事費を提示する。

　費用・・・１棟45千円を国50％、県25％、市25％の割合で負担し無料で実施。

  平成24年度は、79棟の診断を実施。すべて耐震性なしと判定。

【耐震改修】

　耐震診断を受け耐震性がない建築物について、耐震改修の計画をたて申請した場合、工

事費に対し上限900千円の助成を実施。

　費用・・・国50％、県25％、市25％の割合で補助

　平成24年度は、27棟の耐震補強工事に対し補助を実施。

　主たる業務はこれら診断結果報告書、助成の交付申請書の審査等である。

　少しでも災害による被害を減らすため広報への掲載、市の行事等でのPR活動などを実
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耐震診断をした結果、「倒壊の恐れがある」または「やや危険」と判断された住宅の耐震改

修を促すことにより、地震発生時における倒壊等の被害を軽減し市民の安全を図る。
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Ｈ22決算額 Ｈ23決算額

　少しでも災害による被害を減らすため広報への掲載、市の行事等でのPR活動などを実

施。また、相談に見えた方等に安価な工法の紹介や耐震改修の実績がある業者名簿の公

開などを行なった。

◆平成24年度直接経費の内訳

・耐震診断業務委託（3,555千円）

・耐震改修補助（24,042千円）

◆平成25年度直接経費の内訳

・耐震診断業務委託（4,500千円）

・耐震改修補助（36,000千円）

・耐震改修相談協働事業（294千円）
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耐震改修は平成23年度より、引き続き補助限度額900千円になったことにより平成22

年度までの実績より増加した。

耐震診断はやや増加した。
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一時的な関心の高まりで終わらないよう、所有者に対し啓発を続けることが重要であ

り、今後も新たな方法も検討していく必要がある。

・建築の専門家による相談窓口を開設する。

・耐震化率の向上につながるような新たな補助制度について検討する。

・安価な工法の紹介など、さらに効果的なＰＲを実施する。
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一次評価のとおり。外部評価を受けた改善が進められているが、耐震化率の向上

につながるような新たな補助制度などについて、引き続き検討すること。

拡　大

判　定　理　由

・安価な工法の紹介など、さらに効果的なＰＲを実施する。

平成23年度より、補助額を300千円上乗せし、上限900千円で実施しているが、一定

の実績増が見られる。予算棟数も平成22年度までの2倍に拡充したところであり、今

後もこの内容で継続する。

また、新たな手法として、愛知県が補助制度を設けている耐震シェルター設置に対す

る補助制度の創設を検討する。

平成25年度より、行政提案型協働事業による新規事業として、耐震改修相談協働事

業を開始。専門家による相談コーナーを設置したり、地域住民へ周知するための啓発

活動等を行う。

対象の拡大や手段の充実等により、事業のボリュームを拡

大すべきもの
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の改善案

耐震診断実施者の多くが工事の実施まで至らない理由として、高額な工事費による

自己負担の割合の高さにあると考えられる。この要因を少しでも軽減するために、平

成25年度から耐震改修相談協働事業を新規に行い、相談できる場を設けることによ

り実績の増加につなげていく。また、新たな手法として、愛知県が補助制度を設けて

いる耐震シェルター設置に対する補助制度の創設を検討する。

判定理由

対象となる建築物の多くの所有者は高齢化しており、年金生活者も多く、愛知県平均

で2,700千円程度かかる工事費を自己負担することは困難と思われるため、耐震化が

停滞してしまい、災害が起きた時の被害の軽減ができなくなる。
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